
― 8 ― 石油系溶剤を含まないインキを使用しています。

○ 原材料費の値上げが著しい。コロナ禍で経営が厳しい中、値上げは難しい。
 （普通洗濯業）

８．消費税について

○ 新型コロナウイルス感染症流行下での10％は重い。 （情報提供サービス業）

○ インボイス制度はどうすればいいのか関心がある。 （一般飲食店）

９．人材の確保・育成について

○ 中小企業においては自前での社員教育スキル向上策は現実的ではない。業界や他
の教育機関の集合研修の場を活用する方法を計画的に取り入れたい。

 （室内装飾品卸売業）

○ 人材の確保が難しい。特に新卒者や物流現場などのパート人材等。
 （建設・他一般機器卸売業）

○ また人材不足の時代になりそう。今のうちに人材を確保して少しでも事業の拡大
につなげたいと思う。 （ソフトウェア業）

○ 新型コロナウイルス感染症発生前と現在とでは働き方や目指しているところなど
求人に応募してくる方の考え方が変わってきたと感じる。これまで通りの求人内
容や社内体制では人材を確保していくのは難しい。変わっていく必要がある。

 （駐車場業）

10．その他

○ 世界全体に変化、変動があり世の中が一変したように感じる。日本のこれからの
動きが気になる。 （ニット製衣服製造業）

○ 今は落ち着いているがオミクロン株も発生している。新型コロナウイルス感染症
発生前の状況に完全に戻ることはないという意識を持って商売を続け、変化に対
応していきたいと思う。 （家具・建具卸売業）

○ 新型コロナウイルス感染症により中国の取引先へ訪問できないため、品質や納期
のコントロールができず困っている。 （その他電気機器卸売業）

○ 東京五輪を海外取引先と直接出会う機会とみていたが、それが叶わず残念であっ
た。 （スポーツ用品小売業）

新型コロナウイルス感染症による事業活動等への影響
１．経営や事業活動への影響

新型コロナウイルス感染症の感染拡大にともなう2021年（令和３年）11月の経営や
事業活動への影響を全体でみると、「影響あり」が57.0％（前回調査55.9%）と最も高い。

「影響なし」は20.6％（同21.6%）と前回調査から1.0ポイント減少した。

２．売上高への影響
新型コロナウイルス感染症発生前の2019年（令和元年）11月と比較した2021年（令

和３年）11月の売上高を全体でみると、『減少』が90.7％（前回調査89.0％）を占めた。
『減少』の内訳をみると、「減少（10～30％未満）」が39.0％（同39.4％）と最も高く、
次いで「減少（30～50％未満）」が19.9％（同18.8％）、「減少（10％未満）」が18.0％（同
16.4％）、「減少（50～70％未満）」が8.5％（同8.7％）、「減少（70％以上）」が5.3％（同
5.7％）の順であった。

図表２　経営や事業活動への影響

0 20 40 60 80 100  （％）

サービス業

小売業

卸売業

製造業

全体 57.0（55.9）57.0（55.9） 11.3（9.2）11.3（9.2） 20.6（21.6）20.6（21.6） 11.2（13.3）11.2（13.3）

50.7（52.0）50.7（52.0） 10.6（8.8）10.6（8.8） 25.1（24.5）25.1（24.5） 13.6（14.7）13.6（14.7）

59.0（59.2）59.0（59.2） 11.6（10.0）11.6（10.0） 18.5（19.7）18.5（19.7） 10.9（11.1）10.9（11.1）

68.2（65.6）68.2（65.6） 13.9（8.0）13.9（8.0） 10.1（12.7）10.1（12.7）7.8（13.7）7.8（13.7）

51.6（48.6）51.6（48.6） 9.5（9.6）9.5（9.6） 26.9（28.0）26.9（28.0） 12.0（13.8）12.0（13.8）

影響あり 今後影響あり 影響なし 不明
n

1,313 

339 

329 

296 

349

　注） 無回答を除き集計。（　）内は前回調査（令和３年11月）の数値。四捨五入のため合計が100%にならない場合がある。

図表３　売上高への影響

0 20 40 60 80 100  （％）

サービス業

小売業

卸売業

製造業

全体 18.0（16.4）18.0（16.4） 39.0（39.4）39.0（39.4） 19.9（18.8）19.9（18.8） 8.5（8.7）8.5（8.7）

15.5（13.6）15.5（13.6） 35.7（36.4）35.7（36.4） 23.2（20.7）23.2（20.7） 10.7（11.4）10.7（11.4）

43.8（40.0）43.8（40.0）16.7（17.6）16.7（17.6） 15.6（16.7）15.6（16.7） 7.3（7.6）7.3（7.6）

38.4（46.4）38.4（46.4） 23.7（19.6）23.7（19.6）18.2（14.4）18.2（14.4） 10.1（8.2）10.1（8.2）

37.7（33.9）37.7（33.9）21.7（20.2）21.7（20.2） 17.1（18.5）17.1（18.5） 5.7（7.7）5.7（7.7）11.4（10.7）11.4（10.7）

減少（10％未満） 減少（10～30％未満） 減少（30～50％未満） 減少（50～70％未満） 減少（70％以上） 増加 不変
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n
733 
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（『減少』90.7（89.0））（『減少』90.7（89.0））

（『減少』89.9（86.4））（『減少』89.9（86.4））

（『減少』85.5（84.3））（『減少』85.5（84.3））

（『減少』93.9（94.8））（『減少』93.9（94.8））

（『減少』93.6（91.0））（『減少』93.6（91.0））

注）経営や事業活動への影響（図表２）で「影響あり」と回答した企業のうち無回答を除き集計。
　　（　）内は前回調査（令和３年11月）の数値。四捨五入のため合計が100%にならない場合がある。


